
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

№５７ 
２００９／１１／９ 

江 戸 川 区 土 木 部  

沿川まちづくり課  

推 進 第 一 係  

ＴＥＬ ５６６２―６７３５ 

北小岩一丁目東部地区 

第６回まちづくり懇談会を開催しました 

日頃より区政にご理解・ご協力いただきありがとうございます。 

１０月１８日(日)午前１０時より小岩アーバンプラザで、第６回まちづくり懇談会を開催

しました。お忙しい中お越しいただきまして、ありがとうございました。 

今号は、懇談会の内容である、建物を再建するときの基本的なルール(地域地区の制度)

について、他地区の事例を参考に検証したことについて掲載します。 

 

建物を再建するときの基本的なルール(地域地区の制度)について 

他地区の事例なども紹介しながら検証しました 
 

建物を再建するときの基本的なルールについて 

北小岩一丁目東部地区の建物を再建するときの基本的なルールは、他地区と比べてどうな

のでしょうか。（今回は特に容積率と高度地区について説明しています） 

１.容積率について 

①指定による容積率 

ＪＲ小岩駅を中心に、駅から離れるほど、より住環境を考慮した規制がかけられています。 

北小岩一丁目東部地区を含む周辺は、住居の環境を保護するエリアとなっています。 

※幹線道路沿道（千葉街道など）は、延焼遮断帯や騒音緩衝帯などの機能を持たせるため、

規制のかけ方は異なります。 

江戸川駅 

京成小岩駅 

ＪＲ小岩駅 

北小岩一丁目東部地区 

駅周辺の商業エリア 

建ぺい率：８０％ 

容積率：４００％以上 

高度地区指定なし 

 

駅周辺の住商複合エリア 

建ぺい率：６０％ 

容積率：３００％ 

第三種高度地区 

 

住宅の環境を保護するエ

リア 

建ぺい率：６０％ 

容積率：２００％ 

第二種高度地区 

 

建ぺい率：建物の建築面積の敷地面積に対する割合 

容 積 率：建物の各階の床面積の合計の敷地面積に対する割合 

※詳細は、まちづくりニュース№54 をご参照ください。 

未 来 へ つ な ぐ ま ち づ く り ま ち づ く り ニ ュ ー ス 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②接道する道路幅員による容積率の制限 
 指定されている容積率とは別に、宅地が幅員１２ｍ未満の道路に接道する場合は、接道する道路

の幅員による容積率の制限があり、より厳しい制限が適用されます。 
 

<住居系地域の場合> 道路幅員×４/１０×１００％ ＝ 道路幅員による容積率の制限 

 

容積率の指定が２００％（当地区）でも、接道する道路幅員が４ｍであれば容積率は 160％ま

でしか使えません。（図Ａ） 

２.高度地区について 

北小岩一丁目東部地区の住居系地域では、事業後、すべての宅地が幅員５～６ｍの道路に接道

するため、指定されている容積率の２００％を使うことができます。（図Ｂ） 

道路幅員と指定された容積率がちょうど合っていると言えます。 
 

①高度地区(北側からの規制)について 

③他地区の事例 

容積率の指定は３００％ですが、接道する道路の幅員

が4.5ｍのため、容積率は１８０％までしか使えません。  

容積率は１８０％ですが、道路幅が狭く、壁面の後退

などの地区計画も定めていないため、建て詰まった印象

を受けます。 

容積率の指定は２００％です。また、接道する道路の幅

員が５ｍのため、道路幅員による容積率の制限も２００％

となり、指定された容積率と道路幅員が合っている地域と

言えます。 北小岩一丁目東部地区も、概ねこの事例と同

じ建ぺい率、容積率の指定及び道路幅員になります。 

道路幅  ５ｍ 

建物規模㋐ 建物規模㋑ 

道路幅 4.5ｍ 

図Ａ：４ｍ道路幅員の場合 図Ｂ：５ｍ道路幅員の場合 

指定による容積率：２００％ 

（当地区の住居系地域） 

道路幅員に 

よる容積率 

２００％ 

道路 

幅員 

５ｍ 

5ｍ×4/10×100%＝200% 
道路幅員に 

よる容積率 

１６０％ 

道路 

幅員 

４ｍ 

4ｍ×4/10×100%＝160% 

南 北 

第一種高度地区 
総２階建ては難しい場合があります 

隣地境界 
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第二種高度地区 
総３階建ては難しい場合があります 
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第三種高度地区 
ある程度高い建物が建てられます 
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北小岩一丁目東部

地区の住居系地域

における指定 
 

 

真北方向 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.今回の検証結果の整理 

○現在の建築物を再建するときの「基本的なルール」は、住環境に考慮した指定になっています。 

○建築物を建築するときの「基本的なルール」は、本地区も含めた小岩地域としての広い範囲

で都市計画の方針に沿って決められています。 

○地区として、土地区画整理事業に合わせた土地利用の方針に大きな変更がなく、今と同様に

戸建中心の住環境を重視したまちとするのであれば、現在の「基本的なルール」で十分再建

可能です。 
  

よって、北小岩一丁目東部地区における、建築物を再建するときの「基本的なルール」は

現在のルールで概ね地域の状況にあっており、周辺地域とも整合していると考えます。 

 ただし、「基本的なルール」だけではカバーできないことや部分的にもっと付け加えたい

ことについて、皆さまのご意見をうかがいながら「地区計画」により補足・追加していきた

いと考えています。 

建物を再建するときの基本的なルール（地域地区の制度）に、まちの特性や地域の皆さま

の考えるまちの将来像を考慮したルール（地区計画）を加えることにより、北小岩一丁目東

部地区はさらに住みよいまちに生まれ変わります。 

４.良好な住環境の形成イメージ 
  

②他地区の事例 

建物の高さ㋐ 建物の高さ㋑ 

第二種高度地区に指定されているため、北側の宅地

への日照確保のための斜線規制は高さ５ｍからとな

ります。北側の隣地の概ね２階以上は日照が確保でき

るようになります。 北小岩一丁目東部地区も、この

事例と同じ高度地区の指定になります。 

この地区は第三種高度地区に指定されているた

め、斜線規制は高さ１０ｍからとなります。 

北側の隣地の概ね３階程度までは日照の確保が難

しい状況となっています。 

  

日
陰 

北 南 

日
陰 

北 南 

現在（基本的なルールのみ） 基本的なルール ＋ 地区計画 

地域地区の制度によるルール 

（建物を建てる時の最低限のルール） 

ある程度の広い範囲で同じルール 
 

北小岩一丁目東部地区 

周辺と同じルールのみ 

地域地区の制度によるルール 

（建物を建てる時の最低限のルール） 

ある程度の広い範囲で同じルール 

 
北小岩一丁目東部地区 

地区計画により、さらに地

域にあった良好な住環境

と潤いのあるまちのルー

ルを追加 

地
区
計
画
を
追
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まちづくりルール（地区計画）についての懇談会は今後も継続しますが、次回からは

地域の方の要望がありますので換地先等のお話をしていく予定です。 

まちづくりルールについてのお話は、今後、時期をみて行っていきます。よろしくお

願いいたします。 
 

質疑応答・意見交換 

＜お問い合わせ先＞ご意見・ご質問はこちらまで  

沿
えん

川
せん

まちづくり課推進第一係          ℡ 5662-6735 

 北小岩一丁目東部地区まちづくり事務所    ℡ 5668 -5877 

※火曜日・木曜日(祝日除く)午前 9 時～午後 4 時 30 分まで 

【URL】http://www.city.edogawa.tokyo.jp/sec_ensen/index.html 

 

 

・事業はいつから始まるのですか。 

→都市計画案の縦覧を９月１～１５日に行い、案についての意見書をいただいています。現在、都市計

画審議会に向けて意見書の集約を行っています。これについては、１１月に都市計画審議会が予定さ

れており、そこに都市計画案と意見書が付議され審議されます。 

 審議結果を受けて、事業認可の手続きに入ります。平成２２年４月位に事業計画案の公告縦覧を予定

しています。意見書がでなければそのまま事業化されます。ただし、今までの状況から意見書が１通

も出ないということは想定していません。意見書が提出されると、１０ヶ月から１年位スケジュール

が延びます。 

それを加味すると、最短で平成２２年１２月に東京都の都市計画審議会を受けて翌月の１月に事業決

定になり、それ以降に具体的な事業が進んでいきます。 
 

・懇談会について。まちづくりのルール（容積率や建ぺい率など）ばかりでは、話がぼやけてしまい、ついていけ

ないのでは。換地やスケジュールの話をしてほしい。 

→まちづくりのルールについては、将来にわたって安全に住むための基本ベースのことなので、お話を

させていただいています。 

例えばラブホテルなどの地域にそぐわない建物を建てないようにすることや、建物を建てる時に道路

や隣地から壁面を空けることなど、細かいルールを決めることにより、より安全・安心な住みよい良

好なまちになると考えています。事業決定（平成２３年１月を予定）の前までにそういうまちづくり

のルールを決めていきたいと考えています。 

換地先や工期の話については、準備が整い次第お話ができると考えていますので、よろしくお願いし

ます。 

 

・事業に納得していない方もいる中では、なかなかスムーズに事業が進んでいかないのでは。 

→確かに、８月の懇談会の際、納得されていない方の数人が「事業が決まっていない段階なのに、将来

のまちづくりの話には参加できない」と表明して、来ていないという事実があります。 

 今までも、懇談会終了後はまちづくりニュースを発行し、各お宅に当日の資料を配付、ご在宅の場合、

概要説明をさせていただいております。 

 来年の早い時期に事務所への職員の常駐を予定しています。様々なご事情があるかと思いますが、今

後、地域の皆さますべての方とお話合いをしていきたいと思いますのでよろしくお願いします。 
 

 

 

 

 


